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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

新株予約権等に関する事項
会社の支配に関する基本方針
連　　結　　注　　記　　表
個　　別　　注　　記　　表

第35期（2020年６月１日から2021年５月31日まで）

株式会社ウェザーニューズ

「新株予約権等に関する事項」、「会社の支配に関する基本方針」、「連結注記表」及び「個別
注記表」につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ
ト（https://jp.weathernews.com/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供しております。

表紙
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新株予約権等に関する事項

　当社が職務執行の対価として交付した新株予約権の概要は以下のとおりであります。

①　当事業年度の末日において当社役員が保有する当社の新株予約権等の状況

新株予約権の
個数

目的となる株式の種類
及び数

取締役（社外取締役を除く） 監査役（社外監査役を除く）

保有人数 個数 保有人数 個数
第７回

新株予約権 85個 普通株式　8,500株 ２名 52個 １名 33個

②　当事業年度中に当社使用人等に交付した当社の新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

③　その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社の支配に関する基本方針

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要
　当社グループは、民間の気象情報会社として「全世界78億人の情報交信台」という夢を掲げ、気象
が「水、エネルギー、交通、通信」に続く第5の公共資産=公共インフラであると考え、世界中のあら
ゆる企業、個人の生命、財産に対するリスクを軽減し、機会を増大させることを実現する気象サービ
スを目指しております。また、当社グループは、サポーター自身が主体的に気象の観測(感測)、分析、
予測、配信・共有に参加し、当社とともに価値を共創していく新しい気象サービスのあり方を追求し
ていくことにより、社会や地球環境に貢献していきます。当社は、当社の財務及び事業の方針の決定
を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の
利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者でなければならないと考えており
ます。言うまでもなく、上場会社である当社の株券等については、株主及び投資家の皆様による自由
な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、
最終的には株主の皆様全体のご意思により決定されるべきであり、当社の株券等に対する大量取得行
為の提案又はこれに類似する行為があった場合に、当社の株券等を売却するかどうかの判断も、最終
的には当社の株券等を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。しかしな
がら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に株券等
の大量取得行為の提案又はこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。そして、かか
る株券等の大量取得行為の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に対する明白な
侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会
や株主が株券等の大量取得行為の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案
するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件
をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利
益を毀損するものも少なくありません。そこで、当社としては、当社グループの企業価値及び株主の
皆様の共同の利益を毀損する大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する
者として不適切であり、このような者による大量取得行為に対しては必要かつ相当な対抗措置を講じ
ることにより、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えま
す。
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２．基本方針の実現に資する特別な取り組みの内容の概要
　当社は、中長期にわたり企業価値を持続・発展させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向
上のために最優先されるべき課題であると考え、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利
益の向上を目的に、上記1)記載の基本方針の実現に資する特別な取り組みとして、当社の中期経営計
画の策定及びその実施、コーポレート・ガバナンスの強化、更に、業績に応じた株主の皆様に対する
利益還元を進めてまいる所存です。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防
止するための取り組みの内容の概要

　当社は、上記1)記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取り組みの一つとして、2020年8月15日開催の第34期定時株主総
会において、当社株券等の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の更新について株主の皆様のご
承認をいただきました(当該更新により導入される買収防衛策を、以下「本プラン」といいます。)。
本プランは、当社が発行者である株券等について、(i)保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付
けその他の取得若しくはこれに類似する行為、若しくは、(ii)公開買付けに係る株券等の株券等所有割
合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け若しくはこれに類似す
る行為、又はこれらの提案(買付等)を行おうとする者(買付者等)に対し、当社取締役会が、事前に当
該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間を確保した
上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者との交渉等を行っていくため
の手続を定めています。なお、買付者等は、本プランに係る手続の開始後、(i)当社取締役会による評
価、検討、交渉及び意見形成のための期間が終了するまでの間、又は、(ii)取締役会により株主意思確
認手続が実施された場合には、同手続が完了するまでの間、買付等を開始することができないものと
します。買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う場合等、当社の企
業価値及び株主の皆様の共同の利益が毀損されるおそれがあると認められる場合には、当社は対抗措
置(買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社
株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権(本新株予約権)の無償割当
ての実施)を講じることがあります。本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実
施について、取締役の恣意的判断を排するため、対象となる買付等が本プランに定める手続を遵守し
ないものである場合、又は濫用的な買付行為であると明らかに認められる場合を除き、(i)株主意思確
認手続を実施することにより株主の皆様のご意思を確認する手続を履践することとしています。また、
対象となる買付等が濫用的な買付行為であると明らかに認められる場合であっても、(ii)当社経営陣か
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ら独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経る手続を履践することとしています。その上
で、当社取締役会は、株主意思確認手続の結果に従い、又は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、本
新株予約権の無償割当ての実施又は不実施に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行うもの
とします。なお、当社は、上記1)記載の基本方針、上記2)記載の取り組み及び本プランの内容を、以
下のウェブサイトにて公表しております。
　https://jp.weathernews.com/

４．本プランに対する取締役会の判断及びその理由
　当社は、中長期にわたる企業価値を持続・発展させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向
上のために最優先されるべき課題であると考え、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利
益の向上を目的に、上記2)記載の取り組みを行ってまいります。上記2)記載の取り組みを通じて、当
社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を向上させ、その向上が株主及び投資家の皆様に
よる当社株式の評価に適正に反映されることにより、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同
の利益を毀損するおそれのある当社の株券等の大量取得行為は困難になるものと考えられます。した
がって、これらの取り組みは、上記1)記載の基本方針に資するものであると考える所存です。また、
本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の
皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主の
皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とすることにより、当社の企業価値及び株主
の皆様の共同の利益を確保するための枠組みであり、上記1)記載の基本方針に沿うものであると考え
ております。さらに、本プランは、買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること、株
主意思を重視するものであること、取締役の恣意的判断を排除するために本プランの発動及び廃止等
の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会が設置されていること、合理的
かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されていること、独立委員会は外
部専門家の意見を取得できる仕組みとなっていること、当社取締役の任期は1年であること、有効期
間満了前であっても株主総会又は取締役会によりいつでも廃止することができるものとされているこ
と等の理由から、株主の皆様の共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持
を目的とするものではないと考えております。
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連　結　注　記　表

１．記載金額
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　また、単位未満金額がある場合はゼロ、ない場合は－を表示しております。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数…………………………11社
　主要な連結子会社名は、事業報告の「重要な子会社の状況」に記載しているため、省略い
たしました。
　なお、WEATHERNEWS RUS LLC.は清算が結了したため、連結の範囲から除外しており
ます。
　また、AXANTEM SASはWeathernews France SASを存続会社とする吸収合併により消
滅したため、連結の範囲から除外しております。

②　非連結子会社の名称等
　非連結子会社名………………WEATHERNEWS BRASIL METEREOLOGIA LTD.

WNI PHILIPPINES INCORPORATED
WEATHERNEWS ITALIA S.P.A.
上海桑晒信息技術有限公司

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の数………０社

　なお、maruFreight, Inc. については、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法適
用の範囲から除外しております。なお、現在同社は清算手続き中であります。
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②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
　非連結子会社名………………WEATHERNEWS BRASIL METEREOLOGIA LTD.

WNI PHILIPPINES INCORPORATED
WEATHERNEWS ITALIA S.P.A.
上海桑晒信息技術有限公司

　関連会社名……………………WEATHERNEWS PHILIPPINES  INC.
maruFreight, Inc.

　なお、前連結会計年度において持分法を適用しない関連会社でありました株式会社ジオス
フィアジャパンについては清算のため、持分法を適用しない関連会社から除外しております。
（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社４社及び関連会社２社は、それぞれ当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、緯哲紐咨信息咨詢（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、連結計
算書類の作成に当たっては、３月31日に仮決算を実施しております。
　また、Weathernews Nepal Pvt. Ltd.の決算日は７月16日であり、連結計算書類の作成に当
たっては、３月31日に仮決算を実施しております。
　その他の在外連結子会社の決算日は３月31日であり、連結計算書類の作成に当たっては、当該
会社の決算日の計算書類を使用しております。
　連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

４　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のないもの……………移動平均法による原価法
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たな卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

仕掛品………………………主として個別法による原価法
貯蔵品………………………主として移動平均法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………　当社は定率法を、また、在外連結子会社は主として定額

法を採用しております。
　ただし、当社は1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年６月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 15年～43年
工具、器具及び備品
通信衛星設備

4 年～ 6 年
 4 年～ 5 年

　また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資
産については、３年間で均等償却する方法を採用しており
ます。

無形固定資産……………………　当社は定額法を採用しております。
　ただし、当社における自社利用のソフトウエアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金………………………　当社は債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。在外連結子会社は個別債権の回収可能性
を検討して計上しております。

受注損失引当金…………………　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当該損失見込
額を計上しております。
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製品保証引当金…………………　製品保証に伴う支出に備えるため、損失見込額を計上し
ております。

④　請負契約に係る収益の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる重要な請負契約につ
いては工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定に含めております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理方法
　消費税等の会計処理は、税抜方式にて処理しております。

３．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに
関する注記を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
　翌連結会計年度の連結計算書類等に重要な影響を及ぼすリスクがある会計上の見積りはありま
せん。

－ 8 －
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５．会計上の見積りの変更に関する注記
（資産除去債務の見積りの変更）
　当社は、賃貸契約に基づき使用するオフィスについては、退去時における原状回復に係る債務
を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期限が明確ではなく、移転等も予定され
ていなかったことから、資産除去債務を合理的に見積ることができず、当該債務に見合う資産除
去債務を計上しておりませんでした。
　当連結会計年度において、リモートワークなど多様な働き方に対応するため営業方法を見直し
たことから賃借している本社オフィスの一部を解約することを決定いたしました。また、当社及
び海外連結子会社を含めた全社員の働き方に対応するため、賃借している本社及び海外連結子会
社のオフィスについても見直しを行いました。これに伴い、退去等の新たな情報を入手し、退去
時に必要とされる原状回復費用、賃貸契約の期限及び原状回復義務の履行時期に関して見積りの
変更を行いました。この見積りの変更により、資産除去債務を87,940千円計上し、当連結会計
年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ146,073千円減少しておりま
す。

６．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,671,218千円

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

⑵　たな卸資産及び受注損失引当金の表示
　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表
示しております。当連結会計年度末において、損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品
のうち、受注損失引当金に対応する金額は959千円であります。

－ 9 －
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７．連結損益計算書に関する注記
⑴　減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
場所 用途 種類 減損損失（千円）

日本 事業用資産 ソフトウエア 12,456
日本 事業用資産 ソフトウエア仮勘定 12,795

合計 － － 25,252
　当社グループは、事業用資産について、内部管理上、キャッシュ・フローを生み出す最小単
位を基準として資産のグルーピングを行っております。
　当社が航空気象サービスの顧客に提供及び提供予定のソフトウエア・ソフトウエア仮勘定に
ついて、当初予定していた収益を見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値に
より測定しております。

⑵　関係会社投資等評価損
　連結損益計算書に計上されている関係会社投資等評価損は、関係会社であるmaruFreight,　
Inc. に対するものであります。

⑶　関係会社清算損
　連結損益計算書に計上されている関係会社清算損は、連結子会社であるWEATHERNEWS 
RUS LLC.及び関係会社である株式会社ジオスフィアジャパンの清算に伴う損失であります。

－ 10 －
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８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

当連結会計年度末株式数
（株）

発行済株式
　普通株式 11,844,000

合　計 11,844,000

⑵　当連結会計年度の末日における自己株式の総数
当連結会計年度末株式数

（株）
自己株式
　普通株式 869,468

合　計 869,468

⑶　配当に関する事項
①　配当金支払額

　2020年８月15日の定時株主総会において、次のとおり決議いたしました。
配当金の総額 547,088千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 50円00銭
基準日 2020年５月31日
効力発生日 2020年８月17日

　2020年12月25日の取締役会において、次のとおり決議いたしました。
配当金の総額 548,763千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 50円00銭
基準日 2020年11月30日
効力発生日 2021年１月22日

－ 11 －
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2021年８月14日の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

配当金の総額 548,726千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 50円00銭
基準日 2021年５月31日
効力発生日 2021年８月16日

⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数

区分 新株予約権の内訳
新 株 予 約 権 の
目 的 と な る
株 式 の 種 類

当 連 結 会 計
年 度
期 首 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計
年 度
増 加 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計
年 度
減 少 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計
年 度
末 株 式 数

（株）
当社 第７回新株予約権 普通株式 29,000 － － 29,000

合計 29,000 － － 29,000

９．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等に限定しており、資金調達につ
いては主に銀行借入及び社債発行によっております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　当社グループの売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理の規程に従い、取引先に対す
る与信管理情報を共有し、必要に応じて債権保全策を検討・実施しております。
　また、金銭債務及び有利子負債の流動性リスクは、資金繰り計画を作成するなどの方法に
より管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価は、市場価格がないため合理的に算定された価額によっております。当該
価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することもあります。

－ 12 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含
まれておりません（（注２）を参照ください。）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（*1） 時価（*1） 差額

①　現金及び預金 9,251,103 9,251,103 －

②　売掛金 3,346,728 3,346,728 －

③　完成業務未収入金 72,722 72,722 －

④　投資有価証券 586 598 11

⑤　買掛金 （157,566） （157,566） －

⑥　未払金 （360,036） （360,036） －

⑦　未払法人税等 （519,539） （519,539） －

（*1）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
①現金及び預金、②売掛金、③完成業務未収入金、⑤買掛金、⑥未払金、⑦未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
④投資有価証券
　時価は取引金融機関から提示された価格によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位：千円）

区分 2021年５月31日
非上場株式 213,183

－ 13 －
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10．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,399円19銭
⑵　１株当たり当期純利益 169円81銭

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 14 －
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個　別　注　記　表

１．記載金額
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　また、表示単位未満金額がある場合はゼロ、ない場合は－で表示しております。

２．重要な会計方針
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のないもの………………移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
仕掛品……………………………主として個別法による原価法
貯蔵品……………………………主として移動平均法による原価法

⑶　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………定率法

　ただし、当社は1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年６月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～43年
工具、器具及び備品
通信衛星設備

 4 年～ 6 年
 4 年～ 5 年

　また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産
については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

－ 15 －
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無形固定資産……………………定額法
　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

⑷　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。

⑸　引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

受注損失引当金……………………　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当該損失見込
額を計上しております。

製品保証引当金……………………　製品保証に伴う支出に備えるため、当該損失見込額を計
上しております。

関係会社事業損失引当金…………　関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社に対
する投資額を超えて当社が負担することとなる損失見込額
を計上しております。

⑹　請負契約に係る収益の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる重要な請負契約については
工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

7　消費税等の会計処理は、税抜方式にて処理しております。

－ 16 －

個別注記表



2021/07/15 21:38:05 / 21753999_株式会社ウェザーニューズ_招集通知（Ｆ）

３．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を
記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
　翌事業年度の計算書類等に重要な影響を及ぼすリスクがある会計上の見積りはありません。

５．会計上の見積りの変更に関する注記
（資産除去債務の見積りの変更）
　当社は、賃貸契約に基づき使用するオフィスについては、退去時における原状回復に係る債務
を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期限が明確ではなく、移転等も予定され
ていなかったことから、資産除去債務を合理的に見積ることができず、当該債務に見合う資産除
去債務を計上しておりませんでした。
　当事業年度において、リモートワークなど多様な働き方に対応するため営業方法を見直したこ
とから賃借している本社オフィスの一部を解約することを決定いたしました。また、当社及び海
外連結子会社を含めた全社員の働き方に対応するため、賃借している本社及び海外拠点のオフィ
スについても見直しを行いました。これに伴い、退去等の新たな情報を入手し、退去時に必要と
される原状回復費用、賃貸契約の期限及び原状回復義務の履行時期に関して見積りの変更を行い
ました。この見積りの変更により、資産除去債務を77,964千円計上し、当事業年度の営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ141,524千円減少しております。

６．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,077,009千円

⑵　たな卸資産及び受注損失引当金の表示
　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表
示しております。当事業年度末において、損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品のう
ち、受注損失引当金に対応する金額は959千円であります。

－ 17 －
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⑶　保証債務
（単位：千円）

相手先 内容 金額

WEATHERNEWS AMERICA INC. リース債務保証 105,120

計 105,120

⑷　関係会社に対する金銭債権・債務
　関係会社に対する短期金銭債権 224,936千円
　関係会社に対する長期金銭債権 180,549千円
　関係会社に対する短期金銭債務 605,231千円

７．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
　売上高 821,582千円
　仕入高 1,286,584千円
　販売費及び一般管理費 306,470千円
　受取利息 314千円

８．株主資本等変動計算書に関する注記
　当期末における自己株式の数

　　　　　普通株式 869,468株

－ 18 －
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９．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産
　関係会社株式等評価損
　減価償却超過額

794,692千円
367,511千円

　その他 308,676千円
　繰延税金資産小計 1,470,880千円

　評価性引当額 △737,029千円
　繰延税金資産合計 733,850千円

　繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 145千円

　繰延税金負債合計 145千円
　繰延税金資産の純額 733,705千円

10．関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権等
の所有
(被所有)

割合
関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（注３） 科目 期末残高

子会社 WEATHERNEWS 
AMERICA INC.

所有
直接

100.0％

当社より気象コンテ
ンツの供給
運営業務の委託
販売業務の委託
債務保証

運営業務委託（注１） 717,976 買掛金 587,154

販売業務委託（注２） 26,492 － －

子会社 Weathernews
France SAS

所有
直接

100.0％

当社より気象コンテ
ンツの供給
運営業務の委託
販売業務の委託
出向者の派遣、受入
資金の貸付

資金の貸付 － 長期
貸付金 180,549

（取引条件及び取引条件の決定方針等）
（注）１．運営業務委託は、総費用を勘案して決定しております。

２．販売業務委託は、販売価格を勘案して決定しております。
３．取引金額には消費税を含めておりません。
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11．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,331円54銭
⑵　１株当たり当期純利益 154円12銭

12．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

以　上

－ 20 －
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